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栃木市新型コロナウイルス感染症対策事業（概要） 

経済を守る取組み 

１．事業継続緊急支援補助金 

◎ポイント ・売上が減少した事業者に対する事業継続支援 

・国の持続化給付金の対象にならない事業者を支援 

        

○補助対象者  2020年 1月から 12月のいずれか 1か月の売上が、前年同月比で 30％以上 50％

未満減少している事業者 

（商工業等） 

・市内に本社、本店等の主たる事業所がある中小法人等 

・市内に事業所がある個人事業者 

（農 業） 

・市内に住所がある認定農業者及び認定新規就農者  

○補 助 金 額  定額 10万円 

○実 施 時 期  9月 1日 申請受付開始 ～ 2月(予定） 

○概算事業費  266,400千円（補正予算を予定） 

○担  当  課  商工振興課 電話 0282-21-2371 ・ 農業振興課 電話 0282-21-2381 

 

２．店舗等家賃応援補助金       

◎ポイント ・固定費の中で大きな負担となっている家賃の負担軽減を目的 

・国の家賃支援給付金の対象にならない事業者を支援  

 

○補助対象者 ・市内のテナントで事業を営む中小企業・個人事業主 

・2020年 4月から 8月のいずれか 1か月の売上が、前年同月比で 30％以上 50％

未満減少している事業者 

○補 助 金 額 ・創業後 3年以上 直近家賃月額の 20％ 

・創業後 3年未満 直近家賃月額の 30％ 

・月額 2万円を上限に、家賃の 6か月分を支給 

○実 施 時 期  9月 1日 申請受付開始 ～ 2月(予定） 

○概算事業費  98,000千円（補正予算を予定） 

○担  当  課  商工振興課 電話 0282-21-2371 
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３．プレミアム商品券事業補助金  

◎ポイント ・地域の消費喚起と経済回復に向けたプレミアム付商品券の発行 

・発行総額及び発行部数の拡大とプレミアム率の引上     

 

○発 行 総 額  5億 2,000万円 

○発 行 部 数  8万冊（１冊 5.000円：500円券×13枚） 

※ 共通券 5枚、中小店専用券 7枚、飲食店専用券 1枚 

○プレミアム率  30％ 

○利 用 期 間  令和 2年 12月～令和 3年 3月 

○対 象 店 舗  商品券取扱店に登録した市内店舗 

○実 施 主 体  栃木市商工経済団体連絡協議会（栃木商工会議所・5商工会） 

○概算事業費   市補助金 1億 2,500万円（補正予算を予定） 

○担 当 課   商工振興課 電話 0282-21-2371 

 

４．農産物直売所活動推進補助金 

◎ポイント ・農産物直売所における感染症拡大防止策及び誘客促進を目的 

・消毒液、飛沫感染等対策経費等を支援  

 

○補助対象施設  栃木市直売所協議会に加入する、市内 11か所の農産物直売所 

○補 助 金 額  定額 20万円 

○実 施 時 期  8月 

○概算事業費  2,200千円（補正予算を予定） 

○担  当  課  農業振興課 電話 0282-21-2383 

 

５．花き経営継続緊急支援対策事業補助金 

◎ポイント ・花きの市場価格が低迷し、経営に大きな影響を受けた生産者へ

の次期作に向けた取組を支援 

 

○補助対象農家   2020年 2月から花きの出荷販売実績があり、国が実施する「高収益作物次

期作支援交付金」を活用する花き生産者 

○補 助 金 額  定額 10万円 

○実 施 時 期  高収益作物次期作支援交付金の交付決定を受けた日から令和 3年 3月末 

○概算事業費  2,000千円（補正予算を予定） 

○担  当  課  農業振興課 電話 0282-21-2381 
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６．インドア花いっぱい応援事業     

◎ポイント・花きの需要が激減する中、市が花を購入し、市役所や社会福祉施設 

等に飾り、市内花き生産者の事業継続を目的とした支援 

・施設利用者の癒しと、花き生産者の経営意欲促進   

 

○対 象 施 設  栃木市役所、老人福祉センター、健康福祉センター、保健福祉センター、 

地域公民館、老人保健施設、特別養護老人ホーム、グループホーム、 

病院、商工会施設など 60施設 

○内   容  10月（薔薇）11月（胡蝶蘭）12月（シクラメン） 年内に 3回、各施設へ

花を配達 

○概算事業費  6,000千円（補正予算を予定） 

○担 当 課  農業振興課 電話 0282-21－2383 
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市民の命を守る取組み 

７．インフルエンザ予防接種助成拡充事業 

◎ポイント  

・現在、本市では、未就学児及び高齢者に対し、インフルエンザ予防接種の 

一部助成を行っているが、今年度に限り、助成対象を拡大し、小学生から 

６５歳未満の方に対しても助成を行う。 

 

 〈背景・目的〉 

○今後、新型コロナウイルス感染症の第２波・第３波が発生した場合、季節性インフル 

エンザと同時期の流行も予想され、双方の感染症対策を講じながら診察を行うこと 

は、医療機関における混乱と受診者の増加による医療崩壊が危惧される。 

○現在、本市では、未就学児及び高齢者に対し、インフルエンザ予防接種の一部助成 

を行っているが、今年度に限り、助成対象を拡大し、小学生から６５歳未満の方に対 

しても助成を拡大することで、感染の予防とともに、医療崩壊の防止に努めるもの。 

 

○助成対象  小学生～65歳未満の市民 

        ※例年のインフルエンザ予防接種の助成対象以外の方 

○助成金額  1,000円 

・13歳未満は年度内 2回まで、13歳以上は年度内 1回の助成 

・自己負担額は、各医療機関の接種費用から、市の助成額を除いた額 

○実施期間  令和 2年 10月 1日 から 令和 3年 2月 28日 まで  

○概算事業費  51,400千円（補正予算を予定） 

○担 当 課  健康増進課 電話 0282-25-3511 

 

 【栃木市のこれまでの取り組み】 

○インフルエンザ予防接種に対する助成 

・例年 10月～翌年 2月に予防接種を受けた対象者に接種料金の一部を助成 

（対象者） 

【生後 6 ヵ月～小学校就学未満の方】 

・年度内 2回を上限に、1回の接種につき 2,500円を助成 

【65歳以上の方と 60歳から 65歳未満の方で一定の条件を有する方】 

・年度内 1回、3,500円を助成 
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暮らしを守る取組み 

８．学校給食費助成事業 

  ◎ポイント 

   ・新型コロナウイルス感染症の拡大による子育て世帯の経済的な負担を 

軽減させるため、夏季休業の短縮に伴う給食費２月分を助成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎事業の詳細につきましては、各担当課へお問い合わせください。 

○助成対象  市立小中学校に在籍する児童生徒の保護者 

       ※ 学校給食費を納入した方 

○助成金額  小学生のいる保護者 8,600円/人 

       中学生のいる保護者 10,200円/人 

○実施時期  令和 2年 11月～12月 

○概算事業費  104,000千円（補正予算を予定） 

○担 当 課  保健給食課 電話 0282-21-2480 

【問合せ】 総合政策部 総合政策課 

担当:増山 ℡:0282-21-2303 


